
被災３県沿岸市町村の災害廃棄物処理の進捗状況 
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量(万ｔ) 割合(%) 量(万ｔ) 割合(%) 

岩手県 525 395 93 24 130 0.3 0 68 

宮城県 1,873 1,200 365 305 672 86 13 110 

福島県 367 207 35 17 153 2 1 31 

合計 2,758 1,802 494 27 956 88 9 209 
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東日本大震災に伴う災害廃棄物及び津波堆積物全体の処理状況 

広域処理の調整方針 

岩手県 ・可燃物・木くず（約24万t)： 受入を具体的に調整中※1 

・不燃混合物：当面県内の再生利用等を調整 
・漁具・漁網(約8万t)：新たな受入先も含め要調整 

要調整量 
約32万トン 

宮城県 ・可燃物(約28万t)： 受入を具体的に調整中※2 

・木くず(約29万t)：再生利用に限定し近県で調整 
・不燃混合物(約43万t)：新たな受入先も含め要調整 

要調整量 
約100万トン 

※1：青森県、秋田県、群馬県、埼玉県、東京都、新潟県、静岡県、富山県、石川
県、福井県、三重県、大阪府との調整 

※2：山形県、茨城県、栃木県、東京都、福岡県（北九州市）、受入実績のある自
治体との調整 

災害廃棄物の処理の工程表・目標 

• 従来の目標：平成25年度末に完了。 
• 岩手県及び宮城県の沿岸市町村を対
象に中間目標（平成24年度末）を設定。 

• 災害廃棄物全体の中間目標は約6割。 

○3県（岩手県、宮城県、福島県）の沿岸37市町村の処理状況（9月末現在） 

可燃物 木くず 不燃混合物 漁具漁網 合計 

岩手県 17 12 5 8 42 

宮城県 39 40 4 0 83 

合計 56 52 9 8 125 

広域処理の調整状況と今後の方針 

○広域処理必要量（9月末現在） 

○広域処理の調整状況と今後の方針 

（単位：万ｔ） 

○処理・処分の目標 

• 処理の進捗状況を毎月確認。 
• 結果に応じて必要な施策を講じることに
より、確実な目標達成を図る。 

○進捗管理 

※端数処理の関係で合計値が合わない場合がある。 

※岩手県については10万ｔ、宮城県については27万tが既に調整済み（既に実施済み又は実施中の
広域処理（7月末現在、1都7県29件）による処理済み量又は処理見込み量） 

岩手県 
破砕・選別施設にコンクリートがらの破砕ラインを追加し、処理能力を増強。 
年内に破砕・選別施設の処理能力の増強（1カ所）、津波堆積物の処理能力の増強（1カ所）を計画中。 
不燃混合物約2万トンを、新たに宮古地区広域施設組合最終処分場において埋立て開始。 
宮城県 
仮設焼却炉3基（石巻ブロック）の処理能力を329.5t/日（29.5t/日増加）に変更するとともに新たに本格稼働を開始。これ
により、本格稼働中の仮設焼却炉が20基（計29基設置予定）。残りの9基のうち、3基（気仙沼ブロック南三陸処理区）が
試運転を開始し、試運転中のものが5基。 
破砕選別施設については、新たに気仙沼ブロック南三陸処理区の施設が処理を開始し（10カ所で本格稼働）、残り2カ所
（気仙沼ブロック気仙沼処理区）も10月中には処理開始予定。 
宮城県の不燃混合物について、二次仮置場における破砕・選別ラインの改造等により、約35万トン再生資材化できる見
込み。 
福島県 
いわき市にて災害廃棄物の焼却処理及び埋立処分を本格的に開始。 
国の代行処理事業では、新地町及び相馬市に関し、相馬市内に仮設焼却炉3基の建設工事を実施中。来年１月末の竣
工及び２月以降の本格焼却開始予定。 
対策地域内における国の直轄処理事業では、南相馬市の1箇所の仮置場造成工事を実施中であるほか、楢葉町の2箇
所でも仮置場造成工事を開始。 

災害廃棄物の9月の一月あたりの処理・処分量（約52万トン）は、8月（約35万トン）より増加しており、一部市町村において

は着実に中間目標に向けて処理が進捗している。一方で、全体の処理・処分量の増加は、岩手県・宮城県ともに十分とは
言えず、中間目標達成に向けて、平成24年度末の中間目標達成を確実なものとするため、年内を一つの節目として以下の
取組を着実に進める。 
 
①当面の取組目標 

処理方法の決まっていない災害廃棄物の処理先の調整に重点的に取り組み、年内に調整先が決まっていないものをなく
すとともに、調整中の主なものについて処理先を確保することを目指す。さらに、年度内にはすべての処理先を確保するこ
とを目指す。 
②被災地における処理体制の増強 
年内に被災地の処理体制の更なる増強（仮設焼却炉5基、破砕・選別施設4カ所）を図る。岩手県では破砕・選別施設等の
増強を行い、宮城県では整備中の仮設焼却炉等の大部分の本格稼働を行う。 
③広域処理の推進 

現在調整中の案件について年内に必要な試験処理等を実施し、受入を確定することを目指すとともに、現在実施中の案件
について風評防止対策等の支援を着実に継続する。 
④再生利用の推進 

農林水産省、国土交通省等の公共事業における再生資材の受入が始まっているところ、海岸堤防、海岸防災林、港湾等
の公共事業を一層積極的に活用することにより、復興の妨げとなっている仮置場の早期解消を図る。特に、品目について
は不燃混合物のふるい下や瓦くず、焼却主灰等の再生資材化が今後本格化することから、以下の方針でその活用拡大に
取り組む。 
・国が実施する公共工事において、被災自治体からの要請に応じ、これら再生資材の活用を発注内容に盛り込む。 
・地方自治体が実施する公共工事において、これら再生資材が積極的に活用されるよう調整を図る。 
 

福島県の災害廃棄物については、早期に目標設定への見通しが得られるよう、国の直轄処理、代行処理による仮置場、仮
設焼却炉等の整備に向けた被災地との調整に全力を挙げる。 


